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この参考資料では、JCIメッセージ
の中で、右に番号を付した➀～⑥
について、次項以降で参考情報を
掲載しています。

併せて、本資料11ページに記載し
ているJCIウェビナーの解説資料・
アーカイブ動画もご参照ください。
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出典：COP28決定（グローバルストックテイク成果文書）
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/cma5_auv_4_gst.pdf

➀ COP28合意｜2030年再エネ3倍、エネ効率改善率2倍

COP28で行われたグローバルストックテイク（世界全体での進捗評価）の
成果として決定された文書

2030年までに世界の再エネ容量を3倍にし、エネルギー効率改善の世界平
均年率を2倍にする

• IEA（国際エネルギー機関）やIRENA（国際再生可能エネルギー機関）は、
すでに2021年に、1.5℃を実現するためには、再生可能エネルギー容量が
それぞれ3倍・4倍、エネルギー効率改善率2倍・2.5倍が必要と発表。

• COP28において、世界各国がこの科学的な目標値に合意をしたことの意
義は大きく、日本もこの目標実現に向けた政策導入が求められる。
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https://unfccc.int/sites/default/files/resource/cma5_auv_4_gst.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2021/Jun/IRENA_World_Energy_Transitions_Outlook_2021.pdf?rev=71105a4b8682418297cd220c007da1b9


② 欧州委員会勧告｜2040年90%GHG削減の勧告

欧州委員会による2040年気候目標の勧告文書から抜粋

EUを気候中立への確実な道筋に乗せるために、1990年比でGHG排出量90%
削減を2040年に向けた勧告目標とする

出典：欧州委員会による2040年気候目標の勧告
https://climate.ec.europa.eu/eu-action/climate-strategies-targets/2040-climate-target_en#documents
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出典：IPCC第6次影響評価報告書

https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-cycle/

③ IPCC報告書｜2035年60%GHG削減 (2019年比)

（出所）IPCC AR6 SYR Table SPM.1からJCI作成

2030 2035 2040 2050

GHG 21 35 46 64

CO2 22 37 51 73

GHG 43 60 69 84

CO2 48 65 80 99

2019年比のGHG削減率 (%)
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（出所）IPCC AR6 SYR SPM Figure SPM.5 a), b)よりJCI加工

2030 2050

2020年までに実施された政策
がもたらす経路では3.2℃
（2.2-3.5℃）の気温上昇

日本が2019年比で60%GHG削減

2013年比で約66%GHG削減に相当

1.5℃実現に必要な世界全体の削減量
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④ G7合意｜2035年までに電力脱炭素化

• G7の中では、カナダ、ドイツ、
英国、米国が2035年時
点での電力部門脱炭素化
を目標にしています。

• イタリアは2030年に自然エ
ネルギー72％を目標とし、
フランスは原発を含め既に9
割を脱炭素化しました。

• 2035年脱炭素化を国内
で目標としない、又は、めど
が立っていないのは日本の
みです。

参考：2022年 G7サミット首脳宣言 P.6

https://www.g7germany.de/resource/blob/974430/2062292/fbdb2c7e996205aee402386aae057c5e/2022-07-14-leaders-communique-data.pdf

出典）自然エネルギー財団「統計｜国際エネルギー」（2024年3月22日更新）ならびに各国政府資料を基に作成

G7各国の電力部門脱炭素化目標と2023年実績

発電量に占める脱炭素電源の割合 電力部門の目標

2023年実績（％）
2030年目標
（再エネシェア）

2035年
国名

再生可能
エネルギー

原子力 合計

カナダ 68 14 82 － 脱炭素化

ドイツ 55 1 56 80 脱炭素化

英国 49 14 63 － 脱炭素化

イタリア 44 0 44 72 －

フランス 28 64 92 40 －

米国 23 18 41 － 脱炭素化

日本 24 8 32 36-38 －
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https://www.g7germany.de/resource/blob/974430/2062292/fbdb2c7e996205aee402386aae057c5e/2022-07-14-leaders-communique-data.pdf


⑤ COP28合意｜化石燃料からの脱却

COP28で行われたグローバルストックテイク（世界全体での進捗評価）の
成果として決定された文書

2050年までに科学に沿ってネットゼロを達成するために、この重要な10年
に行動を加速させ、公正で秩序ある公平な方法で、エネルギーシステムに
おける化石燃料から脱却していく。

出典：COP28決定（グローバルストックテイク成果文書）
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/cma5_auv_4_gst.pdf

• COP26, 27では、「削減対策の取られていない石炭火力の段階的削減」が
合意されていたが、COP28で初めて、世界各国がすべての化石燃料から
脱却に向けた行動を加速することに合意。
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⑤ G7合意｜2035年石炭火力廃止

2024年G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ（共同声明）

各国のネット・セロの道筋に沿って、2030年代前半に、または気温上昇を1.5℃に抑える
るのに整合的なタイムラインで、私たちのエネルギーシステムから排出削減対策が取ら
れていない既存の石炭火力発電を段階的に廃止していく。

出典：2024年G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ
https://www.g7italy.it/wp-content/uploads/G7-Climate-Energy-Environment-Ministerial-Communique_Final.pdf

その間、気温上昇を1.5℃に抑えるのに整合するレベルまで、私たちのエネルギーシステ
ムにおける削減対策の取られていない石炭火力発電の使用をできる限り減らす。

次期NDCへの情報提供、実行のための政策の一環として、この点について具体的かつ時宜
を得た措置を講じる。
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⑤ 排出削減対策のとられていない石炭火力とは

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が発表した最新の科学の報告書
第6次影響評価報告書

「排出削減対策が講じられていない化石燃料」とは、ライフサイクルを通じて排
出されるGHGの量を大幅に削減する措置を講じずに生産・使用されている化石燃
料のことを指す。例えば、発電所の排出量の90%以上を回収する策やエネルギー
供給におけるメタン漏出量の50～80%を回収する策である。

出典：IPCC 第6次影響報告書統合報告書 https://report.ipcc.ch/ar6syr/pdf/IPCC_AR6_SYR_LongerReport.pdf
同政策決定者向け要約（環境省暫定訳）https://www.env.go.jp/content/000127495.pdf

• IEA（国際エネルギー機関）が2021年に発表した2050年ネットゼロシナリオによ
ると、先進国における削減対策の取られていない石炭火力は2030年までに廃止
される必要があるとされている。
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https://report.ipcc.ch/ar6syr/pdf/IPCC_AR6_SYR_LongerReport.pdf
https://www.env.go.jp/content/000127495.pdf
https://www.iea.org/reports/net-zero-roadmap-a-global-pathway-to-keep-the-15-0c-goal-in-reach


⑤ 排出削減対策のとられていない石炭火力とは

• 現在のエネルギー基本計画
は2030年時点で石炭火
力にアンモニアを20%混焼
することを目標としている。

• 20%のアンモニア混焼で使
うアンモニアを天然ガスや太
陽光から製造した場合、ま
たCCSによる吸収の有無で
比較したところ、いずれも
IPCCが定義する90%以
上のCO2削減には届かな
い。（図中③～⑤）

出典：自然エネルギー財団コラム「なぜ石炭火力ア
ンモニア混焼への投資が1.5℃に整合しないのか」
https://www.renewable-
ei.org/activities/column/REupdate/20231129.php

出典：国際エネルギー機関 ”The Role of Low-Carbon Fuels in the Clean Energy Transitions of the Power Sector” 
p.51掲載の図に示されたデータを元に自然エネルギー財団作成
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⑥ 科学的根拠に基づく試算｜再エネポテンシャル

JCIウェビナー｜日本のエネルギー政策はどうあるべきか：1.5度目標を実現するエネルギーシナリオとは
https://japanclimate.org/news-topics/1-5c-scenarios/

ウェビナー資料・アーカイブ動画を
ぜひご覧ください。

参考シナリオ：
• 自然エネルギー財団 (2023) 2035年エネ
ルギーミックスへの提案（第1版）自然エネル
ギーによる電力脱炭素化を目指して

• WWFジャパン（2024）脱炭素社会に向け
た2050年ゼロシナリオ2024版

• ローレンス・バークレー国立研究所ほか 
(2023) 2035年日本レポート 電力脱炭素
化に向けた戦略

• 地球環境戦略研究機関 (2023) IGES 
1.5℃ロードマップ：日本の排出削減目標の
野心度引き上げと 豊かな社会を両立するた
めのアクションプラン

• 明日香寿川, 歌川学, 朴勝俊, 佐藤一光, 
松原弘直 (2023) パリ協定目標を実現する
ための2030年、2035年、2050年シナリオ
の経済合理性
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https://japanclimate.org/news-topics/1-5c-scenarios/
https://japanclimate.org/news-topics/1-5c-scenarios/
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20230411.php
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20230411.php
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20230411.php
https://www.wwf.or.jp/event/organize/5643.html
https://www.wwf.or.jp/event/organize/5643.html
https://eta-publications.lbl.gov/sites/default/files/lbnl_2035_japan_report_japanese_publish.pdf
https://eta-publications.lbl.gov/sites/default/files/lbnl_2035_japan_report_japanese_publish.pdf
https://www.iges.or.jp/jp/pub/onepointfive-roadmap-jp/ja
https://www.iges.or.jp/jp/pub/onepointfive-roadmap-jp/ja
https://www.iges.or.jp/jp/pub/onepointfive-roadmap-jp/ja
https://www.iges.or.jp/jp/pub/onepointfive-roadmap-jp/ja
https://go100re.jp/wp-content/uploads/2023/09/20231005_webinar_Asuka.pdf
https://go100re.jp/wp-content/uploads/2023/09/20231005_webinar_Asuka.pdf
https://go100re.jp/wp-content/uploads/2023/09/20231005_webinar_Asuka.pdf


非政府アクターがこのような共同メッセージを出す意義

◼ 例年のCOP決定においても、パリ協定の目標実現のため
に非政府アクターが果たす役割の重要性は認識されてお
り、政府と非政府アクターが一丸となって取り組むことが求
められています。

◼ UNFCCCキャンペーン「Race To Zero」やCOP27で発
表された国連の非国家主体のネットゼロ宣言に関
するハイレベル専門家グループによる報告書にも

あるように、ネットゼロ誓約をする非政府アクターは、自ら
の組織と加盟する業界団体の方針が整合しているか、ま
た積極的な温暖化対策に資するロビー活動をしているか
などが問われるようになってきました。

◼ 今回のJCIメッセージに参加することは、国際的にも求め
られる政府へのアドボカシーを通じて、政府の前向きな政
策を後押しするだけでなく、自らがネットゼロに向けて真摯
に取り組む姿を国際社会に示すことにもつながります。

（出典）インテグリティの重要性： ビジネス、金融機関、自治体、地域 によるネットゼロ宣言の在り方 （国連 非国家主体のネットゼロ
宣言に関する ハイレベル専門家グループによる報告書 JCLP日本語訳）

提言6：ロビイング活動とアドボカシー
活動の整合
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https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
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